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当面の経営方針当面の経営方針
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2009年(暦年ﾍﾞｰｽ）の紙・板紙 国内需要成長率

▲8.1% (紙▲8.1%、板紙▲8.2%)
<日本製紙連合会予測>

1.足元の経営環境と施策

⑴ 内需の動向

国内出荷量：日本製紙連合会、輸入量：財務省貿易統計、2009年輸入量は当社予測値。
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1.足元の経営環境と施策

⑵ 塗工紙の国内需要

塗工紙
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製紙連 輸入 当社（右軸）

仮需の反動と
リセッションによる

需要急減

流通・メーカー
在庫の増加

塗工紙の国内需要推移*

（12ヵ月移動平均）

2009

*国内需要＝ﾒｰｶｰ国内出荷高＋輸入数量
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（千ｔ）

2007年度

2008年度
品 種 10-12月 1-3月 下期合計

・Ａ２ ▲ ６万ｔ ▲７万t ▲１３万t
・Ａ３ ▲ ８万ｔ ▲１１万t     ▲１９万t
・微塗工 ▲２万ｔ ▲４万t ▲ ６万t
・印刷用紙Ａ▲１万ｔ ▲４万t      ▲ ５万t

計 ▲１７万ｔ ▲２６万t   ▲４３万t

当社主要4品種の在庫（ﾒｰｶｰ + 流通）は

既に前年同期レベル以下に圧縮（右グラフ）

減産の実施減産の実施
20082008年年1010月月
～～20092009年年33月月

在庫削減在庫削減
（流通＋メーカ）（流通＋メーカ） 市況維持

▲57千t

1.足元の経営環境と施策

⑶ -1 減産と在庫推移

主要4品種減産実績 (対前年比)主要4品種減産実績 (対前年比)
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・洋紙では７０％台前半の稼働率に低下

・採算ラインを大幅に割り込む

・緊急的な減産対応には限界

➣稼働率の大幅な低下

➣需給ギャップの顕在化

1.足元の経営環境と施策

⑶ -2 構造的問題
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1.足元の経営環境と施策

⑷ 能力削減対策（年産）

洋紙 抄紙機・塗工機停止* 塗工紙 ２２２千トン

(１４台) 上級紙、中下級紙 ９５千トン

情報用紙 ７０千トン

産業用紙 ５５千トン

小計 ４４２千トン

ﾎﾞｲﾗｰ/ﾊﾟﾙﾌﾟ設備定期点検時の休転増 ３００千トン

洋紙合計 ７４２千トン

板紙 抄紙機停止*(１台) 段ボール原紙 １３３千トン

当社合計 ８７５千トン

＊停止は2009年度上期中に実施
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・稼働率の改善
・固定費削減等 減価償却費

人件費 約８０億円
修繕費ほか

■能力削減の効果

1.足元の経営環境と施策

⑸ 当社能力削減と生産余力

生産余力
（ｷﾞｬｯﾌﾟ）

09年度販売
見込
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►ボイラー・ＫＰ定検時における
操業見直し（30万ﾄﾝ削減）

►抄紙機停止（44万ﾄﾝ削減）

►措置完了後の余力（約30万ﾄﾝ）
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洋 紙洋 紙

1.足元の経営環境と施策

⑹ 業界各社の能力削減状況（年産）

当社 ７４２千トン

王子製紙 ２８７千トン

北越製紙 ３０千トン

大王製紙 １８０千トン

合計 １,２３９千トン

当社 ７４２千トン

王子製紙 ２８７千トン

北越製紙 ３０千トン

大王製紙 １８０千トン

合計 １,２３９千トン

当社 １３３千トン

レンゴー １６８千トン

合計 ３０１千トン

当社 １３３千トン

レンゴー １６８千トン

合計 ３０１千トン

板 紙板 紙板 紙板 紙
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減損処理－ (2009年3月期の特損に計上)減損処理－ (2009年3月期の特損に計上)

• 生産体制再構築に伴う減損損失等 （９４億円）

• 投資有価証券評価損 （７６億円）

• その他グループ保有固定資産等の減損 （５９億円）

緊急対策－(2009年度)緊急対策－(2009年度)

• 修繕費および一般管理費の削減等 （１５０億円/年）

1.足元の経営環境と施策

⑺ 減損処理と緊急対策
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生産体制再構築 稼働率向上（90%台に回復）
（抄紙機15台停止）

特別損失計上 将来の下振れ因子の排除
（減損・株式評価損等）

緊急対策 固定費削減
(修繕費・一般管理費等

大幅削減）

稼働率
低下
＆

需給
ギャップ
顕在化

1.足元の経営環境と施策

⑻ まとめ
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第１次中計
０３～０５年度

第１次中計
０３～０５年度

Group Vision 2015
世界紙パルプ企業トップ５

Group Vision 2015
世界紙パルプ企業トップ５

第２次中計
０６～０８年度
第２次中計

０６～０８年度

第４次中計
１２～１４年度

第４次中計
１２～１４年度

国際競争を勝ち抜く
ための自己改造

• 国内コア事業の強化
• 海外展開の基礎固め

国際競争を勝ち抜く
ための自己改造

• 国内コア事業の強化
• 海外展開の基礎固め

統合効果の実現
と財務基盤強化

第３次中計
０９～１１年度

第３次中計
０９～１１年度

事業統合
２００１年

事業統合
２００１年

真の

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾟﾚｰﾔｰへ

2.第2次中期経営計画レビュー

⑴ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾋﾞｼﾞｮﾝと第2次中計

連結売上高： １.５-２兆円

連結営業利益： １千億円(国内)

営業利益率： ８-１０％

海外事業比率： ３割

時価総額： １兆円
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第２次中期経営計画期間

2.第2次中期経営計画レビュー

⑵ 営業利益推移

：実績

：第2中計
：見通し
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増減益要因分析: 06-08年度営業利益 （対05年度実績=484億円)増減益要因分析: 06-08年度営業利益 （対05年度実績=484億円)

原燃料価格の高騰と販売減のインパクトが値上げ効果を上回る
(億円)

0

-1,000

原燃料ｺｽﾄ 減価償却 販売価格その他 販売数量コストダウン

43
1,031

－220

実績

-1,254
実績

-1,254

298
－131 －8

145

458

242

－82

- 490
当初計画

- 490
当初計画

+316 

当初計画値（第2次中計）： 800億円 (+316)
’08年度実績 ： 200億円 ( -284)

- 284
－600

2.第2次中期経営計画レビュー

⑶ 増減益要因

298
－220
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◆事業再編による経営資源
の最適配分と高効率経営の
追求

◆S&Bによる競争力強化

◆事業再編による経営資源
の最適配分と高効率経営の
追求

◆S&Bによる競争力強化

海外本格展開の基礎固め

■コア事業（洋紙/板紙/家庭紙/特殊紙）4社を
グループ本社直下に

■洋紙３事業所の閉鎖／事業撤退

■石巻工場N6号抄紙機（07.11.稼働）

■新エネルギーボイラー導入（９基）

◆資源戦略(TreeFarm構想）

◆提携とM&Aによる足場固め

◆資源戦略(TreeFarm構想）

◆提携とM&Aによる足場固め

国内事業基盤の強化

■AMCEL社買収で20万ha体制へ

■永豊餘(台湾)、SCGPaper(ﾀｲ)との提携

■Australian Paper社買収

2.第2次中期経営計画レビュー

⑷ 施策と実績

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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広告費（雑誌、折込、ＤＭ）

折込チラシ枚数

data　広告費：経済産業省、折込チラシ：全国折込広告協議会

広告費：十億円/月 折込：枚/月

＜広告費・折込チラシ枚数推移＞

紙需要を支えてきた各種印刷媒体の地位の低下

■国内紙市場は伸びないことを前提とした事業展開

世界同時不況をトリガーに紙の需要構造変化が進む可能性

■人口減少・少子化 ■電子媒体への置換え ■リセッションによる経費節減
■比較的堅調だった板紙も頭打ち

＜書籍・雑誌推定発行部数＞

3.当面(3ヵ年)の経営方針

需要構造の変化

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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3. 当面(3ヵ年)の経営方針

方針の骨子

１）海外市場での事業成長の促進

（海外子会社および提携会社を生かした事業拡大）

２）国内事業基盤のさらなる強化

（勝ち残る構造への転換）

３）資源調達戦略の推進

（中長期的な事業成長に必要な資源の確保）

４）グループの機動力強化と経営効率化

（グループシナジーの最大化、間接部門の集約化）

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.



18

国内市場重視から転換し、海外（環太平洋）市場
において事業成長を図る

➣オーストラリアンペーパー社とのシナジー早期発現

➣永豊餘造紙（台湾）・ＳＣＧペーパー社（タイ）との

提携効果の早期発現

➣既存海外拠点の事業性向上と新規拠点の開拓

3.当面(3ヵ年)の経営方針

⑴ 海外市場での事業成長の促進

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.



19（RISI）
NIES＝韓国・台湾・香港、ASEAN＝ﾌﾞﾙﾈｲ・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ﾗｵｽ・ﾏﾚｰｼｱ・ﾐｬﾝﾏｰ・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾀｲ・ﾍﾞﾄﾅﾑ

ドイツ 21,088

ロシア 6,600

英国 12,157

中国 72,900

インド 8,888

日本 31,255
ＮＩＥＳ（3ヵ国）

14,788

ＡＳＥＡＮ

（10ヵ国）

17,379

オーストラリア 3 ,823

米国 87,496

ブラジル
8,091

南アフリカ

2,544

-50
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-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

一
人
当
た
り
名
目
消
費
量
（kg

）

対前年紙・板紙消費量伸率

■国別消費量と成長率 （2007年）■国別消費量と成長率 （2007年） （円面積=消費量 千t）

3. 当面(3ヵ年)の経営方針

海外市場

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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厳しい市場環境でも安定収益を確保できる、勝ち残る
構造への転換を図る

➣国内生産体制の再構築継続

需要にみあった生産体制への転換

➣生き残りを賭けたコスト競争力と販売力の強化

成熟化市場下での主力品種の収益確保（➣次頁）

➣研究開発体制の強化と技術開発の推進

3.当面(3ヵ年)の経営方針

⑵ 国内事業基盤のさらなる強化

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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他社

32%

■印刷用紙

■出版社・印刷所等：コストダウンの要望大。
■当社：基幹事業として利益率維持。

<コスト削減メリットを互いが享受し、
数量減を最小限に止める>

・ユーザー別カスタマイズの削減
・メーカー・流通間の重複在庫の削減

＜2008年生産割合＞

(塗工紙・微塗工紙）

日本製紙連合会「紙・板紙統計年報」

■当社グループの強みを活かす
・業界首位

・顧客との厚い信頼関係

3.当面(3ヵ年)の経営方針

営業戦略

洋 紙洋 紙

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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他社

39%

他社

36%

■新聞用紙

■新聞社：部数減・広告出稿の落ち込み大。
■当社：品質優位・ｺｽﾄ優位性を維持。

<互いが協力することでｺｽﾄ削減を目指す>
・直送比率引き上げ
・高品質化による差別化

■情報用紙（ＰＰＣ）

■ハードメーカー・通販：特に通販では輸入紙に一定量
傾注傾向。

■当社：国内では数少ない成長品種。

<互いが協力することでｺｽﾄ削減を目指す>
・輸入紙対策⇒タイＳＣＧペーパー社をフル活用。
・ 〃 ⇒環境型ＰＰＣ用紙の強化

＜2008年生産割合＞

日本製紙連合会「紙・板紙統計年報」

3.当面(3ヵ年)の経営方針

営業戦略

22All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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15%

他社

＜2008年生産割合＞

(板紙合計）

日本製紙連合会「紙・板紙統計年報」

■当社の弱点を補強し、成長機会に繋げる
・コスト競争力強化

・海外成長市場への展開

板 紙板 紙

3.当面(3ヵ年)の経営方針

営業戦略

■市場：途上国を中心に相対的に成長余力あり。

<コア事業の一角として収益の源泉に>
・既存工場のコストダウン
・段ボールメーカーの系列拡大強化
・永豊餘造紙との提携を活かした海外展開

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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中長期的な事業成長に必要な資源を確保する

3.当面(3ヵ年)の経営方針

⑶ 資源調達戦略の推進

南アフリカ
FSC

12千ha

(アカシア等.)

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
AFS

78千ha

(ユーカリ)

チリ
CertforChile

14千ha

(ユーカリ)

ブラジル
FSC

62千ha

総可植栽面積
130千ha

(ユーカリ)

南ア チリ

➢TreeFarm構想による海外植林の積極拡大

➢大量増殖技術による高収率生産

➢TreeFarm構想による海外植林の積極拡大

➢大量増殖技術による高収率生産

▲植林サイクル

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.
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新本社屋(竹橋）移転～グループ企業集結

➣グループ意思決定の迅速化

と組織力の強化

➣グループ各社 本社機能の

集約と効率化

➣グループ人材活用システム

の構築

3.当面(3ヵ年)の経営方針

⑷ グループの機動力強化と経営効率化

日本
紙通商

日本製紙
クレシア

日本紙
パック

間接部門
【総務・人事】
【経理・財務】

【情報システム】等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ本社

日本製紙

日本大昭和
板紙

日本製紙
パピリア

日本製紙
ケミカル

日本製紙
木材

日本製紙
総合開発
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3.当面(3ヵ年)の経営方針

まとめ

➢世界同時不況を契機に需要構造の変化に拍車

➢GV２０１５の想定環境が先鋭・顕在化

⇒国内需要の減退／海外展開の必然性

➢ 目指すグループ像（ＧＶ２０１５）は不変

⇒スピードアップがカギ
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予測に関する注意事項等

• 本資料には、会社に関連する見通し、将来に関する計画、経営目標な
どが記載されています。これらの将来の見通しに関する記述は、将来の
事象や動向に関する現時点での仮定に基づくものであり、当該仮定は
不正確であることがあり得ます。また、様々な要因により、実際の業績
が本書の記載と著しく異なる可能性があります。

• 本資料は、いかなる有価証券の申込み、もしくは購入の案内、あるいは
勧誘を含むものではなく、本資料および本資料に含まれる内容のいず
れも、いかなる契約、義務の根拠となり得るものではありません。

All Rights Reserved,Copyright(C)2009 Nippon Paper Group Inc.


